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１．はじめに  

日本列島は、４つのプレートが相互に接する地域に位置し、それらの境

界で日本海溝、相模トラフ、南海トラフ等が形成されている。このうち、

相模トラフは、伊豆半島の東側の相模湾から房総半島の沖合にかけてのフ

ィリピン海プレートが、日本列島側の北米プレートの下に沈み込んでいる

境界に形成されている。  

東京圏及びその周辺地域は、この相模トラフ沿いの北米プレート上に位

置し、西側はユーラシアプレートと接し、下側には、南方から沈み込むフ

ィリピン海プレートの下に、さらに東方から太平洋プレートが沈み込んで

いる複雑な構造を持つ領域が形成されている。東京圏及びその周辺で発生

する地震は、これら複雑な構造を成すプレートの運動により、地震の発生

メカニズムが他の領域に比べ複雑で、地震活動も活発な状況にある。政府

の地震調査研究推進本部地震調査委員会（以下「地震調査研究推進本部」

という。）は、 2025 年 1 月 1 日時点で、南関東地域の直下でプレートの沈

み込みに伴い発生するマグニチュード（以下「 M」という。）７程度の地震

が発生する確率は今後 30年間で 70パーセント程度と評価している。また、

相模トラフ沿いの M８クラスの地震が発生する確率は今後 30 年間でほぼ０

～６％と評価している。大正関東地震から 100 年が経過しており、今後も

この確率は上昇していくと考えられる。  

首都地域の地震防災対策については、平成 23 年（ 2011 年）の東日本大

震災を契機とし、首都直下地震モデル検討会において、最新の科学的知見

に基づき、最大クラスの巨大地震を含めあらゆる可能性を考慮した震度分

布・津波高等を検討した。その結果を「首都直下の M７クラスの地震及び

相模トラフ沿いの M８クラスの地震等の震源断層モデルと震度分布・津波

高等に関する報告書」（内閣府  首都直下地震モデル検討会，2013）（以下、

「前回報告」という。）として平成 25 年 12 月にとりまとめた。この検討結

果をもとに、「首都直下地震対策検討ワーキンググループ」において被害想

定や防災対策を検討するとともに、政府においては、平成 27 年３月に公表

した「首都直下地震緊急対策推進基本計画」に 10 年間の減災目標を掲げ、

防災対策を推進してきたところである。  

本報告は、基本計画策定から約 10 年が経過し、被害想定の見直しの検討
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を行うにあたり、「首都直下地震モデル・被害想定手法検討会」（座長：平

田直  東京大学名誉教授）において、前回報告以降に得られた科学的な調

査・研究成果に基づく最新の知見を踏まえて地震モデル等の見直しを行っ

た結果を取りまとめたものである。  

なお、相模トラフ沿いで発生する巨大地震等による長周期地震動につい

ては、「相模トラフ沿いの巨大地震等による長周期地震動検討会」において

検討を行っているところであり、同検討会における検討内容も踏まえ、今

回の地震モデルの見直しを行った。相模トラフ沿いで発生する巨大地震等

による長周期地震動については、別途とりまとめることとする。  

 

＜参考：前回報告との主な違い＞  

本報告書は前回報告を更新するように執筆しているが、前回報告から変

更がない部分について、前回報告の知見・議論を全て引用しているわけで

はないため、前回報告を参照されたい。  

本報告で検討対象とした地震を表 1.1 にまとめた。前回報告に対する、

主な変更点は下のとおり。  

・地盤モデルや地形データを一部更新した。これに伴い、全ての想定した

地震について、震度分布や津波浸水範囲等が変化した。ただし、これら

のデータの更新による変化は大きくない。（２章、４章、５章）  

・大正関東地震の震度分布について、余震等による影響を考慮し、前回と

異なる手法で推計した。さらに、大正関東地震の震度分布をより再現で

きるよう、震度の計算式を変更した。これに伴い、大正関東地震タイプ

の強震断層モデルが変更となり、想定される震度分布も変化があった。

（４章）  

・活断層で発生すると想定した地震のうち、前回報告では震度分布の更新

を行わなかった「関東平野北西縁断層帯」について、前回報告後に改訂

があった地震調査研究推進本部による長期評価を参考に「深谷断層帯」

「綾瀬川断層」として想定した。これに伴い、前回報告では地殻内で発

生する地震として想定していた「さいたま市直下の地震」は、付近でよ

り規模の大きい活断層の地震（地殻内の地震）が想定されるため、対象

から外した。（３章、４章）  
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・  想定した地震のうち、活断層等を除く地殻内で発生する地震については、

応力場に応じた断層モデルに変更することとした。これに伴い、「横浜

市直下の地震」の震度分布に若干の変化があった。（４章）   
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２．東京圏及びその周辺地域の地震活動・プレート構造  

 

２．１．東京圏及びその周辺地域で発生する地震について  

東京圏（東京都、埼玉県、千葉県、神奈川県及び茨城県の一部）及びそ

の周辺地域では過去、M７クラスや M８クラスの地震が発生している。この

地域では、南方から伊豆半島を載せたフィリピン海プレートが伊豆半島の

北部で北米プレートに衝突し、それより東の領域では陸の北米プレートの

下に、フィリピン海プレートが相模トラフから沈み込み、これらのプレー

トの下に、太平洋プレートが日本海溝・伊豆小笠原海溝から沈み込んでい

る特徴的で複雑な構造を成している（図 2.1）。このため、この地域で発生

する地震の様相は極めて多様であり、これら地震の発生様式は概ね次のよ

うに分類される（図 2.2）。  

①  地殻内（北米プレートまたはフィリピン海プレート）の浅い地震  

②  フィリピン海プレートと北米プレートの境界の地震  

③  フィリピン海プレート内の地震  

④  フィリピン海プレートと太平洋プレートの境界の地震  

⑤  太平洋プレート内の地震  

⑥  フィリピン海プレート及び北米プレートと太平洋プレートの境界

の地震  

 過去に発生した規模の大きな地震として、1923 年に発生し関東大震災を

引き起こした大正関東地震（ M7.9）が知られている。これは、フィリピン

海プレートと北米プレートの境界で発生した地震（②）であると考えられ

ている。また、歴史資料の分析等により、1703 年に発生した元禄関東地震

（ M7.9～ 8.2）も同様に②の発生様式であったと考えられている。地震調査

研究推進本部 (2014)は、南関東地域の直下でプレートの沈み込みに伴い発

生する M７程度の地震（②～⑤）について、元禄関東地震以降、M７程度の

地震は９回発生したとしている（大正関東地震の余震は除く）。  

また、地殻内の浅い地震（①）については、過去から最近まで同じ場所

で繰り返し活動し地表に痕跡を残す活断層による地震や、地表に痕跡を残

さない比較的規模の小さい地震がある。  
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２．２．フィリピン海プレート・太平洋プレートの構造等に関する調査・

研究  

今回の検討を行うにあたり、プレート形状に関する最近の調査・研究の

成果を収集し、必要な見直しについて検討した。  

 

（１）フィリピン海プレートの形状について  

関東地域周辺のフィリピン海プレート形状について、前回報告以降に

得られた調査・研究成果を確認した（図 2.3）。最新の観測・探査データ

に基づく分析等により、複数のプレート形状モデルが提案されているが、

これらは一部で整合している部分もあるが、全体としてはモデルによっ

てばらつきがあり、互いに整合的なモデルが構築されていないと判断し、

フィリピン海プレート形状の見直しは行わないこととした（図 2.4）。  

なお、地震調査研究推進本部 (2015)によれば国府津－松田断層帯はフ

ィリピン海プレートと北米プレートの沈み込み境界から分岐した断層で

あると評価されていることから、前回報告と同様に、佐藤 (2012)を参考

に分岐断層を設定した。  

また、 Ishise et al. (2021)では、都心直下のフィリピン海プレート

上面の深度が、前回報告で構築したモデルよりも５ km 程度浅くなってい

るが、このような形状の変化は震度分布の推計に影響を及ぼす可能性が

あるため、より正確なプレート形状の把握については今後の課題である。 

 

（２）太平洋プレートの形状について  

太平洋プレートの形状については、「日本海溝・千島海溝沿いの巨

大地震モデル検討会」（内閣府  日本海溝・千島海溝沿いの巨大地震モ

デル検討会 , 2022)で構築されたモデルを使用した（図 2.5）。  

 

（３）フィリピン海プレートの運動について  

フィリピン海プレートと陸側のプレートとの相対的な運動速度とそ

の方向を明らかにするため、GNSS 観測データを用いた解析が行われてい

る。今回の検討では、前回報告と同様、 Loveless and Meade(2010)（図

2.6）によるプレートの運動の方向を用いた。  
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（４）地盤モデルについて  

震度分布の推計に用いる地盤モデル（浅部地盤構造モデル及び深部地

盤構造モデルにより構成）は、最近の科学的知見を踏まえ、以下の考え

方により構築することとした。  

①  浅部地盤構造モデル  

工学的基盤（平均Ｓ波速度が 0.35～ 0.70km/s 程度に相当する地層）

よりも浅い地盤の地盤モデル（以下「浅部地盤構造モデル」という。）

について、南海トラフ巨大地震のモデル検討（内閣府  南海トラフ巨大

地震モデル・被害想定手法検討会 , 2025)において構築した 250m メッシ

ュのモデルを使用することを基本とした（図 2.7）。このモデルは、前回

報告以前に使用していたモデル（地形やボーリングデータから推定）に

比べ、微動アレイ観測等の多くの観測データが用いられ、南関東地域を

一定の精度で評価したモデルであり、より信頼性が高いと考えた。  

ただし、都心部については、後述する 1855 年安政江戸地震の強い揺

れに対応する地形的特徴がより再現できていることから前回報告の浅

部地盤モデルを用いた（図 2.8）。同様に、神奈川県と千葉県の東京湾沿

岸部についても、微動アレイ探査のデータが周辺に比べ十分でないこと

（図 2.9）を踏まえ、前回報告の浅部地盤構造モデルを用いた。今回は

上記の理由により都心部及び沿岸部の一部（図 2.10）で前回報告の浅部

地盤構造モデルをそのまま用いた（図 2.11）。場所ごとの特性を反映さ

せた稠密な浅部地盤のモデル化については今後の課題である。  

 

②  深部地盤構造モデル  

地震基盤（平均Ｓ波速度が３ km/s に相当する層）から工学的基盤まで

の間の地盤構造モデル（以下「深部地盤構造モデル」という。）について

は、内閣府  南海トラフ巨大地震モデル・被害想定手法検討会  (2025)

で用いたモデルを用いた（図 2,12）。  
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３．本報告で想定する地震  

本章では、東京圏及びその周辺地域の直下で発生する地震として想定す

る地震の地震発生様式や発生可能性について解説する。想定する地震の震

源断層域、強震断層モデル、津波断層モデル、地震規模、震度分布、津波

高等については、第４章及び第５章で述べる。  

本報告書では、想定する地震のタイプと規模感を分かりやすく表すため、

「東京圏及びその周辺地域の直下で発生する地震（ M７クラス）」と「東京

圏及びその周辺地域で発生する海溝型地震（ M８クラス、最大クラス）」に

大別した。前者は、東京圏及びその周辺地域の直下が主な震源域となる M

７クラスの地震で、活断層の地震、海溝型地震等、タイプを問わず（図 2-2

の①～⑥）含まれ、強い揺れをもたらす（津波を引き起こすこともある）。

なお、一部活断層の地震は、想定する規模が M８に近くなるが、こちらの

カテゴリに含めた。後者は、相模トラフ沿いのプレート境界（図 2-2 の②）

等で発生する M８クラスの地震であり、震源域が東京圏及びその周辺地域

の直下にない場合でも、揺れや津波の程度が大きくなる可能性がある。  

 

３．１．東京圏及びその周辺地域の直下で発生する地震（М７クラス）  

地震調査研究推進本部（ 2014）によると、南関東周辺では元禄関東地

震以降、プレートの沈み込みに伴う M７程度の地震は９回発生している

（大正関東地震の余震とされたものを除く）。また、地殻内の地震として

1930 年北伊豆地震（ M7.3）、1931 年西埼玉地震（ M6.9）、伊豆半島東～南

東沖の浅い地震（ 1978 年（ M7.0）・1980 年（ M6.7）・1990 年（ M6.5））等

がある。  

また、首都直下地震防災・減災特別プロジェクト（東京大学地震研究

所ほか , 2012）によると、上記のうち M７クラスの５つの地震のメカニ

ズムを解析した結果、３つがフィリピン海プレート内（図 2.2 の③）で

発生した地震、 1 つが太平洋プレート内（図 2.2 の⑤）の地震、あと１

つはフィリピン海プレート内（図 2.2 の③）か太平洋プレート上面（図

2.2 の④）の地震で、フィリピン海プレートと北米プレートの境界（図

2.2 の②）の地震は大正関東地震の余震を除くと現時点での調査では確

認されていない（図 3.1、表 3.1）。  
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1703 年の元禄関東地震と 1923 年の大正関東地震の間に発生した M７

クラスの地震の中で、都心部で最大の震度であった地震は、1855 年の安

政江戸地震と考えられる (図 3.2)。しかし、この地震のメカニズムを解

析するには資料は十分でない。  

また、元禄関東地震と大正関東地震の間（図 3.2）を見ると、元禄関

東地震の後 70～ 80 年間は比較的静穏で、その後、 M７前後の地震を複数

回発生する等、静穏期と活動期があるように見え、地震発生サイクルの

解明については課題である。  

地震調査研究推進本部（ 2014）によると、南関東地域の直下でプレー

トの沈み込みに伴う M７程度の地震が発生する確率は今後 30 年間で 70

パーセント程度と評価されている。  

 

（１）フィリピン海プレート内で想定する地震  

（ほぼ全域で発生する可能性があるものの、 10 地震を想定）  

このタイプの地震（図 2.2 の③）は、フィリピン海プレートが沈み込

んでいる関東平野周辺においては、どこの場所の直下でも発生する可能

性がある。ただし、フィリピン海プレートの厚さが断層モデルを設定で

きる 20 km 以上の厚さを持ち、且つ、震源断層の上端は、応力降下量の

大きい地震が発生すると考えられる 15 km より深い領域を想定した。  

フィリピン海プレート内で想定する地震の発生場所として、前回報告

と同様、防災的観点に基づき、以下の場所で発生する地震を想定した。  

ⅰ）都区部直下の地震（３地震）  

首都中枢機能（特に「経済・産業」、「政治・行政」機能）が直接的な

ダメージを受けることを想定し、都心南部、都心東部、都心西部の直下

に地震を想定。特に、都心南部直下地震は、首都中枢機能に加え、南部

に位置する新幹線や空港等の交通網の被害、木造住宅密集地帯の火災延

焼の観点から選定  

ⅱ）首都地域の中核都市等の直下の地震（７地震）  

東京圏の中核都市あるいは首都中枢機能を支える交通網（空港、高速

道路、新幹線等）やライフライン及び臨海部の工業地帯（石油コンビナ

ート等）の被災により、首都中枢機能がダメージを受けることを想定し、
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千葉市、市原市、立川市、川崎市、東京湾、羽田空港、成田空港の直下

に地震を想定した。  

 

（２）地表断層が不明瞭な地震として想定する地震  

   （全域で発生する可能性があるものの、１地震を想定）  

地殻内で発生する地震（図 2.2 の①）については、ある程度規模が小

さいと地表で痕跡が認められるとは限らなくなる。このような地震につ

いては、その発生場所を予測することが困難であることから、全ての地

域でその上限に対応する規模の地震が何時発生するか分からないとして

防災対策上の備えを行うことが適切と考える。  

本報告では、首都地域の中核都市等の直下の地震であり、かつ、フィ

リピン海プレートの沈み込む深さが浅いためプレート内の地震を想定

できない地域の一例として、横浜市直下で発生する地震を想定した。  

なお、前回報告では、さいたま市の直下で発生する地表断層が不明瞭

な地震を想定した。しかし、本報告では、さいたま市付近の地殻内の地

震として、より規模が大きい、綾瀬川断層の地震を想定することから、

さいたま市直下の地震は想定しないこととした（図 3.3)。  

 

（３）フィリピン海プレートと北米プレートの境界で想定する地震

（２地震を想定）  

フィリピン海プレートと北米プレートの境界（図 2.2 の②）で発生す

る地震の想定については、前回報告では、大正関東地震の震源断層域、

スロースリップの領域、地震活動の低い蛇紋岩化の領域を考慮し、「茨城

県南部」、「茨城・埼玉県境」に設定した。前回報告以降、この想定に大

きな影響を及ぼす知見はないことから、前回報告と同様の地震を想定し

た。  

 

（４）主要な活断層に対し想定する地震（５地震を想定）  

地殻内で発生する地震（図 2.2 の①）のうち、地表に痕跡が認められ

る主要な活断層については、前回報告と同様、地震調査研究推進本部で

の検討結果を基に検討した。この際、過去 500 年以内に活動したと考え
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られる活断層や、長さが短く想定される地震規模が小さい活断層、都心

部から遠い活断層については、本検討会では原則として対象外とした。

今回検討した活断層の地震は、深谷断層帯の地震  、綾瀬川断層の地震、

立川断層帯の地震、三浦半島断層群主部の地震、伊勢原断層帯の地震の

５地震である（図 3.4）。  

なお、前回報告で検討した関東平野北西縁断層帯については、地震調

査研究推進本部 (2015)により評価が改訂され、深谷断層帯と綾瀬川断層

として扱われた。また、この断層帯全体が同時に活動する可能性もある

ものの、積極的な根拠はないと考えられることから、本報告では深谷断

層帯と綾瀬川断層が別々に活動する場合を想定した。  

また、国府津－松田断層帯については、地震調査研究推進本部 (2015)

により評価が改訂されたが、引き続き相模トラフ沿いの分岐断層と評価

されていることから、本報告では対象外とした。  

地震発生の可能性については、地震調査研究推進本部（ 2015, 2025）

によると、 2025 年１月１日時点で、今後 30 年以内の地震発生確率及び

相対的評価（ランク）は以下のとおりである。なお、深谷断層帯と綾瀬

川断層が同時に活動する可能性については否定できないとされており、

この場合の地震発生確率を求めることはできないが、深谷断層帯や綾瀬

川断層が単独で活動する確率より大きくなることはないとされている。

三浦半島断層群についても同様である。  

・深谷断層帯：ほぼ０～ 0.1％（Ａランク）  

・綾瀬川断層（鴻巣－伊奈区間）：ほぼ０％（Ｚランク）  

・綾瀬川断層（伊奈－川口区間）：  不明（Ⅹランク）  

・立川断層帯： 0.5～２％（Ａランク）  

・三浦半島断層群（主部 /武山断層帯）：６～ 11％（ S ランク）  

・三浦半島断層群 (主部 /衣笠･北武断層帯 )：ほぼ０～３％（ S ランク）  

・伊勢原断層帯：ほぼ０～ 0.003％（Ｚランク）  

なお、「ランク」とは日本の主な活断層における相対的評価を示した

もので、「Ｓランク」（３％以上）、「Ａランク」（ 0.1～３％）、「Ｚランク」

（ 0.1％未満）、「Ｘランク」（不明）と表記される。  

さらに、対象地域に分布する活断層で発生する地震を総合的に評価し
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た「地域評価」（地震調査研究推進本部 , 2015, 2025）によると今後 30

年以内に M6.8 以上の地震が発生する確率は、 2025 年１月１日時点で以

下の通りである。  

・区域３（関東山地―関東平野）：１～３％  

 （深谷断層帯・綾瀬川断層・立川断層が含まれる区域）  

・区域４（伊豆―小笠原弧の衝突・プレート沈み込み帯）：15～ 20％、  

 （三浦半島断層群・伊勢原断層帯が含まれる区域）  

・区域５（伊豆－小笠原弧）：２～３％  

 

（５）伊豆半島の東部（西相模灘）で想定する地震  

GNSS 観測データを用いた地殻変動解析（西村 , 2012, 図 3.5）による

と、伊豆半島の東方沖においてひずみの蓄積が指摘されている。また、

Nishimura et al. (2018) による海域も含めた GNSS 観測データによる地

殻変動解析においても同様の傾向が示唆された。従って、伊豆半島の東

部において、前回報告と同様の地震を想定した。  

なお、地震調査研究推進本部 (2015)では、1980 年に発生した伊豆半島

東方沖の地震（ M6.7）に基づいて、伊東沖断層を評価している。  

 

３．２．東京圏及びその周辺地域で発生する海溝型地震（ M８クラス、最大

クラス）  

相模トラフ沿いで発生する M８クラスの地震については、震源域の広が

りに多様性があることが指摘されている（地震調査研究推進本部 , 2014）。

本報告において具体的な地震モデルを想定するにあたっては、過去に発生

した地震を基本としたが、記録が確認されていないような地震に関しても、

震源域の多様性を考慮して想定した。  

相模トラフ沿いで近年発生した M８クラスの地震として、 1923 年大正関

東地震、1703 年元禄関東地震、1293 年永仁関東地震の 3 つの地震が知られ

ている。また、太平洋側では 1677 年延宝房総沖地震が発生したとされる。

さらに、津波堆積物や海岸段丘の調査から、これら以前及び 1495 年にも大

地震が発生したことが推測されている（図 3.6）。本報告は、前回報告と同

様に、地震・津波に関する歴史資料が比較的残っている大正関東地震、元
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禄関東地震、延宝房総沖地震の震度、津波高、地殻変動等を再現する断層

モデルを検討し、これらの地震と同様のタイプの地震が発生することを想

定した。また、元禄関東地震の震源断層域の中で大正関東地震の際には破

壊されなかったと推測される房総半島の南東沖の領域で発生する地震や、

相模トラフ沿いの震源域で想定できる最大クラスの地震を想定した。  

地震調査研究推進本部（ 2014, 2025）によると、この地域では、M８クラ

スの地震が 180 年～ 590 年間隔で発生すると考えられ、相模トラフ沿いの M

８クラスの地震の今後 30 年間の地震発生確率は、 2025 年１月１日時点で

ほぼ０～６パーセントと評価されている。  

 

（１）大正関東地震タイプの地震  

1923 年（大正 12 年）に発生し、関東大震災をもたらした大正関東

地震（ M7.9）と同様の震度分布・津波高分布等を再現する地震を想定

した。なお、大正関東地震は、フィリピン海プレートと北米プレート

の境界（図 2.2 の②）で発生した海溝型地震とされている。  

大正関東地震の発生から既に 100 年が経過していることから、発生

間隔（ 180 年～ 590 年）を考慮すると、今後、地震発生の可能性が高ま

ると考えられる。また、大正関東地震の直後には丹沢地震（ M7.3）を

はじめ M6.5以上の余震が６回発生した（地震調査研究推進本部 , 2014））

ことから、多くの余震を伴う可能性がある。  

 

（２）元禄関東地震タイプの地震  

1703 年（元禄 16 年）に発生した元禄関東地震（ M7.9～ 8.2）と同様

の震度分布・津波高分布等を再現する地震を想定した。地震発生様式

は、大正関東地震タイプの地震と同様にフィリピン海プレートと北米

プレートの境界（図 2.2 の②）とした。  

地震調査研究推進本部（ 2014）によると、房総半島南部にある海岸

段丘の沼面を形成するような大きな地震（元禄関東地震相当またはそ

れ以上）は 2000～ 2700 年程度の間隔で発生しており、今後 30 年間の

地震発生確率はほぼ０パーセントであり、非常に低いと評価されてい

る。なお、近年の調査・研究では、発生間隔には 1200 年から 2500 年
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と多様性があることが指摘されている（宍倉 , 2024）。元禄関東地震が

1703 年に発生したことを踏まえると、現時点でこのタイプの地震発生

の可能性はほとんど無いと考えられるが、今後も地形・地質データや

歴史記録の収集・分析等により信頼性を高めることが重要である。  

 

（３）房総半島南東沖で想定される地震  

房総半島南東沖の領域は、元禄関東地震（ 1703 年）の震源断層域に

含まれるが、大正関東地震（ 1923 年）の際には破壊されなかったと推

定されている。この領域において、単独で地震が発生した痕跡は見つ

かっていないが、地殻変動データからは、この領域でひずみが蓄積さ

れている可能性が指摘されている。したがって、この領域を震源域と

する地震を想定した。  

なお、地震調査研究推進本部（ 2014）では、この領域では単独で地

震が発生した痕跡は見つかっておらず地震発生可能性の評価はできな

いものの、発生可能性は否定されないとされている。  

 

（４）最大クラスの地震  

相模トラフ沿いのプレート境界で発生する最大クラスの地震の地震

モデルとして想定する震源断層域は、構造探査や周辺の地震活動から

設定した前回報告と同様とした（図 3.7）。なお、本報告では太平洋プ

レートの形状を変更したが、想定震源域における、太平洋プレートと

フィリピン海プレートの接触域周辺の変化は小さいことから、震源域

の変更は行わなかった。  

最大クラスの地震が発生した痕跡は見つかっておらず、地震発生可

能性は不明であるが、最大クラスの地震に比べて規模の小さい元禄関

東地震タイプの地震について、発生間隔が 2000～ 3000 年程度と推測さ

れ、元禄関東地震が 1703 年に発生したことを考慮すると、最大クラス

の地震も元禄関東地震タイプの地震と同様に当面の間、発生する可能

性はほとんど無いと推測される。  
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（５）延宝房総沖地震タイプの地震  

1677 年（延宝５年）に発生した延宝房総沖地震（ M8.0）は大きな揺

れの資料はなく津波地震であった可能性が高い。本報告では、太平洋

プレートの沈み込みに伴い日本海溝沿いで発生する地震として想定し

た。  

この地震は、特定の領域で繰り返し発生することは確認されておら

ず、地震発生可能性の評価は困難である。なお、地震調査研究推進本

部 (2019)によると、この地震は青森県東方沖から房総沖にかけての海

溝寄りのプレート間地震（津波地震等）と評価され、この領域では明

治三陸地震（ 1896 年）など、 1600 年から 2011 年 3 月 11 日までの約

411 年間で４回の地震が確認されていることから、地震が発生する確

率は、今後 30 年間で 30 パーセント程度とされている。  
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４．強震断層モデル及び震度分布等の推定  

東京圏及びその周辺地域で発生する地震について、前回報告以降の新た

な知見も踏まえつつ、過去に発生した地震の震度分布や津波高を再現する

強震断層モデルを検討し、震度分布等を推定した。  

本章では、第１節で震度分布の計算手法について簡単に触れる。第２節

と第３節では、それぞれ安政江戸地震と大正関東地震の震度分布を再現す

る強震断層モデル等の計算手法について検討を行った。第４節では、その

他の想定地震の強震断層モデルについて述べるとともに、各想定地震の震

源域、規模、震度分布をまとめた。  

 

４．１．震度分布の計算手法  

（１）強震波形計算手法による震度の推計  

強震波形の計算に当たっては、工学分野での活用も念頭におき、工

学的基盤までは、地震学的に想定される振幅スペクトルに確率的な位

相を与えて作成した要素地震波形をグリーン関数とし、設定された断

層モデルに従い波形合成を行う、いわゆる統計的グリーン関数法を用

いた。  

要素地震波形としては、Boore (1983)に従い、ω -2 則に従う震源特

性に従うスペクトル (Brune, 1970)を考えた上で、これに経験的な位相

特性を与えたものを使用する。ラディエーション係数については、

Kamae and Irikura (1992)と同様に、周波数依存型の放射特性を導入

した。位相特性については、要素断層と計算地点間の距離を考慮する、

佐藤ほか (1994)に従って設定した。  

強震波形計算手法において、震源直上等の震源断層からの距離が小

さいところでは、１ /(R＋ C)［ R：断層最短距離、C：定数］で地震波の

振幅が減衰するとして強震波形を計算し、地震動が震源近傍で飽和す

るようにした。ただし、 C はある距離から徐々に減じ、一定の距離で

ゼロとなり、１ /R の距離減衰にスムーズにつながるようにする。パラ

メータ C の値については、前回報告と同様、小断層の大きさの 1.5 倍

の値を用いることとした。なお、震源近傍直上等の強震波形の計算方

法については、今後も引き続き検討が必要である。  
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なお、震源遠方の地震波の振幅の減衰について、内閣府  南海トラ

フ巨大地震モデル・被害想定手法検討会 (2025)において検討を行った

内容を参考に、今回、大正関東地震の再現計算において、距離減衰の

式を一部変更した（ 4.3③参照）。  

また、活断層の地震の強震波形計算においては、前回同様、統計的

グリーン関数法と三次元差分法を合わせたハイブリッド合成法により

計算を行った（接続周期２秒）。また、参考として、他の地震と同様の

方法である統計的グリーン関数法による計算も行った。  

 

（２）表層 30m の平均Ｓ波速度と震度の増幅について  

地表の震度は、工学基盤における震度から浅い地盤で増幅される震

度の増分を加えて算出する。この震度増分は、地盤の非線形性により、

震度が大きくなると震度増分が小さくなる。今回の検討における工学

的基盤の震度から地表の震度の推定については、前回報告と同じく、

非線形性が加味されている横田ほか (2005)による表層 30m の平均Ｓ波

速度と震度増分の関係式を用いる。なお、横田ほか (2005)による震度

増分の関係式は AVS30 = 0.7 km/s を基準としているため、予め工学的

基盤上の震度を 0.7 km/s 相当に補正した上で震度増分を加えた。  

 

４．２．フィリピン海プレート内で想定する地震の強震断層モデル  

（安政江戸地震の再現）  

元禄関東地震及び大正関東地震の前に発生した、記録が残っている M

７クラスの地震の中で、都心部周辺で最大の震度であった地震は、安政

江戸地震と考えられる。この地震のメカニズムを解析するには資料は十

分でないものの、前回報告では、首都直下地震防災・減災特別プロジェ

クトプロジェクト（東京大学地震研究所ほか , 2012）等の震度分布 (図

4.1)を参照し、東京駅付近の直下のフィリピン海プレート内で発生した、

南北走向で鉛直の断層面を持つ横ずれの地震メカニズムを仮定して強震

断層モデルを設定した。  

一方で、当時の歴史資料のみから安政江戸地震の地震メカニズムを特

定することは困難であるものの、当該地域で発生しやすい地震のメカニ
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ズムとして、その周辺の広域応力場を参考に用いることが考えられる。  

そこで本報告では、 Terakawa and Matsu ’ura (2010)による関東地域周

辺の深さ 40km の広域応力場 (図 4.2)を確認し、都心部及びその周辺の広

域応力場に整合する以下のメカニズムを持つ断層を検討した（表 4.1）。 

①  都心部周辺の広域応力場を参考に前回報告と同様断層面の走向を

0°、傾斜を 90°と仮定した場合に、都心部の広域応力場から想定

される最大せん断応力の方向に整合するようにすべり角を設定し

た断層モデル（横ずれの場合）。この場合、前回報告と同じメカニ

ズムを持つ地震となる。  

②①と同じ走向・傾斜を仮定した場合に、都心部の広域応力場から想

定される最大せん断応力の方向に整合するようにすべり角を設定し

た断層モデル（縦ずれの場合）。  

③都心部の広域応力場の主応力軸の方向と整合するよう、地震メカニ

ズムの圧力軸、張力軸を設定した断層モデル（傾斜が高角の場合）  

④都心部の広域応力場の主応力軸の方向と整合するよう、地震メカニ

ズムの圧力軸、張力軸を設定した断層モデル（傾斜が低角の場合）  

その結果、断層位置や応力降下量はそれぞれ異なるものの、いずれも

安政江戸地震の震度分布を概ね再現するモデルであり、安政江戸地震を

再現する強震断層モデルとして、一つのモデルに突出して優位性を見い

出せなかった (図 4.3)。  

ただし、再現計算によって得られた震度分布について、①及び②は断

層直上付近が集中して強い揺れとなっており、その周辺の震度も比較的

大きい一方、③は断層直上付近の震度は大きいがその周辺の震度が比較

的小さく、④は震度の大きい地域が断層直上付近に集中せず周囲に広が

るといった特徴がある。防災対策を想定すべき地震としては、これらの

震度分布の特徴を考慮し首都中枢機能への影響の観点から選定する必要

がある。本報告では、前回報告との連続性も考慮し、①のモデルを用い

ることとした（図 4.4、表 4.2）。  

 

４．３．大正関東地震タイプの強震断層モデル（大正関東地震の再現）  

大正関東地震の揺れの分布を再現する震源断層モデルについては、
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前回報告では、埼玉県における大きな震度の領域の再現について課題

としていた。一方、埼玉県の震度分布を再現するため、都心部の震度

が過大に推定されている状態であった。このため、当時の震度分布の

推計を含めて強震断層モデルの見直しを行った。主な内容を①から④

に示す。  

 

①  大正関東地震の震度分布  

大正関東地震の震度分布について、前回報告では武村 (2003)及び諸

井・武村 (2002)による震度分布（図 4.5）を用いた。これらの震度は

当時の市町村ごとの住家全潰率を気象庁の震度に換算したものである。

一方で、大正関東地震では、揺れによる直接の被害以外に、液状化や

地すべりといった地盤変状や余震等による建物被害があった可能性が

ある。当時の住家全潰率について、これらの被害要因を分離すること

は困難である。  

一方で、震度の換算において周辺の墓石の転倒の状況を考慮するこ

とで、余震による繰り返しの揺れにより被害が大きくなり見かけ上の

震度を過大に評価する可能性をある程度軽減できることが期待される。

物部 (1926)は、大正関東地震による墓石などの転倒調査から推定され

る震度（地表加速度と重力加速度の比、墓石の幅と高さの比に対応）

とその周辺の住家全潰率の関係を整理している。墓石転倒から推定し

た震度を、金子・林 (2000)に基づき計測震度に換算することで、計測

震度に対する全潰率の関係を示す建物被害関数を作成した（図 4.6）。

この際、物部 (1926)による転倒調査の調査地点では多くの墓石が転倒

していたと考え墓石の転倒率を 70%、墓石の高さは野畑・翠川 (2000)

より平均値 65cm を仮定した。  

このように作成した建物被害関数を用いて、住家全潰率を計測震度

に換算することで、揺れの累積的な影響を受けた住家全潰率を直接用

いるのではなく、墓石の転倒を用いて補正を行った震度分布が得られ

る。  

これより推定した大正関東地震の震度分布は、前回報告と比較して、

全体的な傾向は大きくは変わらないものの、震度７の地点は少なくな
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った（図 4.7）。  

なお、住家全潰率については、物部 (1926)に加え神奈川県農会報

（ 1925）のデータも用いることで再現計算に用いるデータを増やすこ

ととした。  

 

②  強震断層モデルの設定  

強震断層モデルについては、前回報告では、埼玉県における大きな

震度の地域を再現するため、東京湾北部の直下に強い揺れを発生させ

る強震動生成域を設定したことから、都心部周辺の震度が、大正関東

地震再現対象とした震度より過大となっていた。また、神奈川県西部

から伊豆半島東部にも震度の大きな地域があり、これを再現するため

に神奈川県西部のプレート境界の浅い場所に強震動生成域を設定して

いた。  

本報告では、①の手法で推定した大正関東地震の震度分布に整合す

るように強震動生成域の位置・形状を変更するモデルを検討した（表

4.3）。この際、都心部周辺の震度が過大となることを防ぐため、東京

湾北部直下に強震動生成域を設定しないことを検討した。また、神奈

川県西部から伊豆半島東部の震度の大きな地域では、地すべりのよう

な地盤変状による建物被害により見かけ上震度が大きく推定される可

能性があることから再現対象とはしないこととした。なお、強震動の

計算は、背景領域は考慮せずに強震動生成域のみを用いて計算する方

式で推計した。  

 

③  強震波形計算手法の変更  

②で述べた強震断層モデルの見直しにおいて、前回報告の強震断層

モデルで設定した東京湾北部直下の強震動生成域が無くなることによ

り、これまでの強震波形計算手法に基づく震度の推定では、特に埼玉

県の再現対象の震度を前回報告よりも過小評価することになる。  

一方で、埼玉県における再現対象の震度の大きい地域については、

堆積層が厚く震源から遠い場所であることから、震源から地表まで直

接地震波が伝播する直達波以外に、浅い震源からの地震波が地表面付
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近を伝播する表面波による揺れが卓越する可能性がある。  

表面波は直達波よりも減衰しにくく、遠方で卓越する可能性がある

が、これまでの統計的グリーン関数法による強震波形計算では表面波

の効果を考慮できていない。一方で、内閣府  南海トラフ巨大地震モ

デル・被害想定手法検討会 (2025)で検討したように、震源遠方の地震

波の振幅の減衰については、従来の１ /(R+C)［ R：断層最短距離、 C：

定数］での距離減衰よりも緩やかに地震動を減衰させるモデルを用い

る方が、観測結果を説明できるとの研究結果も報告されている（例え

ば、若井・野津 , 2015）。内閣府  南海トラフ巨大地震モデル・被害

想定手法検討会 (2025)では広域な範囲において地震動を推計するに

あたり、地盤構造モデルに関する知見が不足していることから、この

手法を適用しなかったが、関東地域においては、統一的な深部地盤構

造モデルが構築され、強震波形計算手法の変更に伴う強震断層モデル

の妥当性の確認が可能である。以上の理由で、大正関東地震タイプの

地震の強震波形計算手法を一部変更することを検討した。  

具体的には、統計的グリーン関数法の幾何減衰項について、表面波

が卓越すると考えられる地域に対しては、幾何減衰項のべき乗を変更

し、１ /(R+C)0.5 で減衰するものとした。このような手法の変更を適用

する範囲としては、深部地盤の速度構造やそれに基づく表面波の群速

度分布、中小地震による観測データも参考にしながら、大正関東地震

の震度を良く再現可能な範囲を設定した（図 4.8～ 4.9）。なお、強震

波形計算の伝播経路特性の計算において、幾何減衰項のべき乗を変更

する距離としては、強震動生成域との位置関係から 25 km 以上の距離

とした。  

 

④  再現計算した震度分布  

今回の強震波形計算により推計された震度分布は、①の手法で推定

した大正関東地震の震度分布を概ね説明できる震度分布となった（図

4.10～ 4.12）。モデルを変更した結果、震度６弱以上の面積は 3/4 程度

となった（表 4.4）。前回報告では、東京都区部で震度が過大に評価さ

れていたが、本報告では概ね震度分布を再現できた。ただし、前回報
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告と同様に、埼玉県においては、推計震度が過小評価になっている地

点が見られた。この地域については、液状化による被害が報告されて

いる地点が含まれていることから、地盤変状による被害で見かけ上の

震度が大きく推定されている可能性もあるが、現時点の知見では被害

の詳細な要因を分離することは困難である。埼玉県内の震度分布の再

現については、引き続き検討課題である。  

 

４．４．検討した地震の震度分布等について  

３．で想定した各地震に対し震度分布の推計を行った。ただし、延宝房

総沖地震については、地震による揺れが小さいが大きな津波を発生させる

津波地震であった可能性が高いと考えられているため、このタイプの想定

について震度分布の推計は行っていない。また、房総半島の南東沖で想定

される地震についても、地震による揺れに比べ津波のほうが大きな被害を

もたらすと考え、震度分布の推計は行っていない。  

なお、震度分布は 250m メッシュで計算を行った。各市町村の震度は、前

回報告や内閣府  南海トラフ巨大地震モデル・被害想定手法検討会  (2025)

と同様、その市町村において一定の震度以上になるメッシュ数が 10 個以上

になる場合とした。  

 

４．４．１．首都及びその周辺地域の直下で発生する地震（М７クラ

ス）  

対象とした地震が多いため、位置や震度分布は図 4.13～ 4.14 にまとめた。 

（１）フィリピン海プレート内で想定する地震（ 10 地震）  

＜発生場所＞  

発生場所を特定できない（検討対象領域のほぼ全域で発生する可能性

がある）ため、防災上の観点から、３．１で述べた 10 地震（都心南部直

下地震等）を想定した。  

＜強震断層モデル＞  

４．２．で述べたとおり、安政江戸地震を概ね再現する４タイプの強

震断層モデルは、防災上の観点から、断層直上付近が集中して強い揺れ

となり周辺の震度も大きい地震を想定することが適切と考え、前回報告
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との連続性も考慮し、フィリピン海プレート内で想定する地震は前回報

告と同じ強震断層モデルを用いることとした（表 4.5）。  

＜地震規模＞  

安政江戸地震の都心部の最大震度を概ね再現するモデルによると、地

震規模は Mw7.2（応力降下量 52MPa）となるが、実際に発生する地震の規

模にはばらつきがある可能性を考慮し、フィリピン海プレート内の地震

の想定においては、応力降下量を約２割大きくした Mw7.3（ 62MPa）の地

震を想定した。  

 

＜震度分布＞  

断層の直上付近のやや広い範囲で震度６強（ごく一部で震度７）、そ

の周辺の広い範囲に震度６弱となっている（図 4.15～ 4.24）。  

例えば、都心南部直下地震では、東京都のごく一部で震度７、埼玉県、

東京都、神奈川県に跨るやや広い範囲で震度６強、茨城県を加えた１都

４県に跨る広い範囲で震度６弱となっている。前回報告に比べ、震度６

弱以上の揺れに見舞われる面積は、わずかに増加した（表 4.6）。  

 

（２）地表断層が不明瞭な地震として想定する地震（１地震）  

＜発生場所＞  

発生場所を特定できない（検討対象領域のほぼ全域で発生する可能性

がある）ため、防災上の観点から、３．１で述べた１地震（横浜市直下

地震）を想定した。  

＜地震規模＞  

地表断層が不明瞭な地震の規模の上限については、学術的な議論が継

続しているところではあるが、内陸で発生した過去の地震の規模に基づ

き、地表断層が不明瞭な地震の規模の上限を前回報告と同様 Mw6.8 に設

定した（図 4.25）。なお、平成 20 年（ 2008 年）岩手・宮城内陸地震では、

地震の規模は Mw7.0 であったが、地表の変位が確認されたのはごく一部

の地域のみであったとの報告もあることから、より規模の大きな地震を

想定すべきとの考え方もある。  

＜強震断層モデル＞  
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強震断層モデルについては、 Terakawa and Matsu ’ura (2010)による広

域応力場（図 4.2）の主応力軸の方向と整合するよう、地震メカニズム

の圧力軸、張力軸を設定した（図 4.26）。この時、傾斜の高角なモデル

と、低角なモデルを設定することが可能である。この２つのモデルを比

較して、どちらが発生しやすいかを判断することは困難だが、想定する

横浜市直下地震については、周辺の活断層（主要活断層帯のうち、横浜

市中心部から 50km 以内に掛かる活断層）が高角の断層を設定しているこ

とから、高角のモデルを採用した（表 4.7）。なお、低角なモデルによる

震度分布についても、参考までに計算した。  

＜震度分布＞  

断層の直上付近で震度６強（ごく一部で震度７）、その周辺で震度６

弱となっている（図 4.27）。  

 

（３）フィリピン海プレートと北米プレートの境界に想定する地震（２

地震）  

＜震源断層域＞  

前回報告と同様に「茨城県南部」、「茨城・埼玉県境」の直下のプレー

ト境界付近に震源域を設定した。  

＜地震規模＞  

前回報告と同様に Mw7.3 とした。この値は、元禄関東地震及び大正関

東地震の前後に発生した M７クラスの発生事例から、その最大値のマグ

ニチュードが M7.3であることを参考に設定された（中央防災会議 , 2004）

（表 4.8）。  

＜震度分布＞  

震源断層域の直上付近のやや広い範囲で震度６弱（ごく一部で震度６

強）その周辺の広い範囲で震度５強となっている（図 4.28～ 4.29）。  

 

（４）主要な活断層に対し想定する地震（５地震）  

＜震源断層域＞  

深谷断層帯、綾瀬川断層については地震調査研究推進本部（ 2015）を

基に設定した。立川断層帯、三浦半島断層群主部、伊勢原断層帯につい
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ては、前回報告と同じとした。  

＜地震規模＞  

深谷断層帯、綾瀬川断層については断層の長さから地震規模を設定し

た（表 4.9）。立川断層帯、三浦半島断層群主部、伊勢原断層帯について

は、前回報告と同じとした（表 4.9～表 4.10）。  

・深谷断層帯： Mw7.6 

・綾瀬川断層： Mw7.2 

・立川断層帯の地震： Mw7.1 

・三浦半島断層群主部の地震： Mw7.0 

・伊勢原断層の地震： Mw6.8 

＜震度分布＞  

活断層の直上付近のやや広い範囲で震度６強（一部で震度７）、その

周辺のやや広い範囲で震度６弱となっている（図 4.30～図 4.34）。  

 

（５）伊豆半島の東部（西相模灘）に想定する地震（１地震）  

＜震源断層域＞  

前回報告と同様に、関東の南方海域のプレート間のカップリングに関

する最近の調査結果より、西相模灘（伊豆半島の東方沖）を震源域とす

る地震を検討対象とした。  

＜地震規模＞  

過去に発生した地震から、前回報告と同様に、横ずれ型の活断層を想

定し、地震の規模はフィリピン海プレートと北米プレート境界の地震と

同じ、 Mw7.3 とした（表 4.11）。  

＜震度分布＞  

伊豆半島東部沿岸で震度６強（ごく一部で震度７）、その周辺のやや

広い範囲で震度６弱となっている（図 4.35）  

 

（６）フィリピン海プレート内及び地表断層が不明瞭な地殻内の地震  

の震度を重ね合わせた震度分布  

（１）フィリピン海プレート内の地震（ Mw7.3）、（２）地表断層が不

明瞭な地殻内の地震（ Mw6.8）について、地震発生時の応急対策等を検討
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するため、発生場所を特定した震度分布等を検討した。しかし、これら

地震については、発生場所の特定は困難であり、どこで発生するか分か

らない。  

これら地震については、（１）及び（２）で想定した地震に限らず、

それぞれの場所で大きな揺れに備えることが重要であり、一律に Mw6.8

または Mw7.3 の震源を想定し、最大の地震動を重ね合わせた震度分布を

作成した（図 4.36～ 4.37）。なお、南関東のどこでも大きな揺れに見舞

われることを概観することを目的とした図であるため、震度の計算方法

は（１）（２）とは異なる簡易な方法（経験的手法）を使用している。ま

た、（１）と（２）を重ねた図（図 4.38）と、さらに（３）～（５）で

想定した震度分布を重ねた図（図 4.39）を作成した。  

 

４．４．２．東京圏及びその周辺地域で発生する海溝型地震（М８ク

ラス、最大クラス）  

（１） 1923 年大正関東地震タイプの地震  

＜震源断層域＞  

相模トラフ沿いの相模湾から房総半島西側の領域（図 4.40）。フィリ

ピン海プレートと北米プレートの境界で発生する地震として、強震断層

モデルは４．３．で再現計算に使用したものを用いた。  

＜地震の規模＞： Mw8.2（後述する津波断層モデルによる）  

＜震度分布＞  

震度分布は、千葉県のごく一部及び神奈川県で震度７、東京都を加え

た１都２県のやや広い範囲で震度６強、埼玉県と茨城県の一部を加えた

東京圏の広い範囲で震度６弱となっている（図 4.9）。震度６強以上の揺

れの範囲は、 M７クラスの地震よりも広くなる。  

 

（２） 1703 年元禄関東地震タイプの地震  

＜震源断層域＞  

  元禄関東地震の震度と大正関東地震の震度を比べると、震度の資料は

十分でない点はあるが、宇佐美 (2003)及び都司ほか (2006)による震度

分布（図 4.41）を参照すれば、房総半島の東側の震度が大きい点を除
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き、他の領域の震度の大きさは、大正関東地震の震度と同程度の大き

さである。  

   そこで、前回報告と同様の考え方で、４．３．で構築した大正関東

地震の震源断層モデルに加えて、房総半島の東側の震度が大きい点を

再現するよう房総半島の東側に強震動生成域を設定した（表 4.12）。  

＜地震の規模＞  

Mw8.5（後述する津波断層モデルによる）  

＜震度分布＞  

大正関東地震タイプの地震と同様、東京圏の広域にわたり大きな揺れ

が発生（図 4.42）。   

 

（３）相模トラフ沿いの最大クラスの地震  

＜震源断層域＞  

 前回報告と同様、フィリピン海プレートの形状や相模トラフ沿いの海

底探査結果、フィリピン海プレート上面の微小地震活動等に基づき、

震源断層域の範囲を求めた（図 4.43）。強震断層モデルは、元禄関東

地震及びプレート境界の地震として想定した茨城県南部地震、茨城・

埼玉県境地震の強震動生成域を重ね合わせたものとして設定した（表

4.13）。応力降下量は、元禄関東地震の強震動生成域の応力降下量

25MPa よりも２割大きい 30MPa に設定した。  

＜地震規模＞： Mw8.7（後述する津波断層モデルによる）  

＜震度分布＞：大正関東地震タイプの地震と同様、東京圏の広域にわた

り大きな揺れが発生。茨城県や埼玉県でも揺れが大きくなり、広い範

囲で震度６強となる（図 4.44）。  
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５．津波断層モデル及び津波高等の推定  

本章では、津波断層モデルの設定と、それに基づいて計算した津波高等

について述べる。  

津波断層モデルの設定対象とした地震は、東京圏及びその周辺で発生す

る海溝型地震（ M８クラス、最大クラス）とした。なお、 M７クラスの地震

でも津波が発生する可能性があるが、前回報告によると、想定した M７ク

ラスの地震による東京湾内での津波高はいずれの場合も１ m 以下であった。

津波高は M８クラスの地震のほうが高くなること、前回報告と今回報告で

モデルの変更が無いことから、今回、改めて検討は行っていないが、参考

までに前回報告で検討した図を掲載する（参考図 5.1～ 5.5）。  

津波断層モデルについては、津波痕跡や地殻変動に関する資料がある場

合、津波高と地殻変動を再現するモデルを設定した。津波高に関する資料

として、前回報告と同様に津波痕跡データベース（東北大学・原子力安全

基盤機構）について、大正関東地震、元禄関東地震、延宝房総沖地震のデ

ータを確認した（図 5.1～ 5.2）。  

推定された津波高等を扱う上の留意点は、巻末の「本検討結果を活用す

る際の留意点」も参照されたい。  

津波高及び浸水面積の計算にあたっては、内閣府  南海トラフ巨大地震

モデル・被害想定手法検討会  (2025)を参考に前回報告との連続性を考慮し

て、以下の条件で実施した。  

・地形データ、堤防データ、粗度データを使用する。  

 地形データの例を図 5.3 に示す。  

・初期潮位は満潮位（平成 24 年の天文潮位の年間最高潮位）とする。  

・高さは、東京湾平均海面（ T.P.）からの高さとする。  

・津波高の計算において、地殻変動により地面が沈降することが推定さ

れた場合、防災上の観点から、 T.P.上の津波の高さに沈降量を加えた

値を津波高とする。  

・津波高及び到達時間の測定場所は、陸域メッシュと海域メッシュの境

界から３メッシュ沖合の海域メッシュにおける津波の高さとする。  

・津波高の市町村別一覧表については、小数点以下切り上げで表記する。

なお、前回報告では小数点以下四捨五入としていたため、厳密な比較
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が難しくなる。したがって、前回報告と同様に小数点以下四捨五入と

したものも参考として掲載する。  

・堤防等の条件については、マクロな被害を想定することを目的とする

本報告においては、津波が堤防を越えた場合、破堤するものとする。 

・浸水範囲を計算する際の陸域のメッシュサイズは、原則 10m とする。  

 

５．１．大正関東地震タイプの津波断層モデル  

津波痕跡データや地殻変動に関する資料について、前回報告から大き

な変更は無かったことから、前回報告と同じ津波断層モデルを設定した。

このモデルは、過去の地殻変動（陸地測量部 , 1930）や津波高の資料 (図

5.4)から推定したものであり、平均すべり量が約５ m で、断層面は、相

模トラフから東京都・埼玉県境付近の下の約 30km の深さにまで広がった

モデルである（図 5.5）。津波断層モデルから推定される地震規模は Mw8.2

となる。  

推定された津波断層モデルによると、津波高は東京湾内は２ m 程度あ

るいはそれ以下で、東京湾を除く、伊豆半島先端付近から三浦半島付近

及び房総半島南部等では３～６ m 程度の津波が到達し、局所的には地形

条件等で大きくなり、最大 10m 程度に達する。なお、前回報告との違い

は地形データ等が更新されたことによるが、この差は多くの地点で 20cm

以内である（図 5.5～ 5.11）。  

 

５．２．元禄関東地震タイプの津波断層モデル  

前回報告時の検討以降、津波痕跡については小田原市や熱海市で大き

な津波高を推定する資料が報告されている（都司，2013）。これらの資料

の扱いについては詳細な精査が必要ではあるが、前回報告で地殻変動（行

谷ほか，2011）(図 5.12)及び津波高からインバージョン手法により推定

した津波断層モデルは、各地域の津波高を全体的に説明するモデルとな

っており、この資料とその他の地域の津波高を包括的に説明するモデル

の構築は困難であることから、本報告では前回報告と同じ津波断層モデ

ルを用いることとした（図 5.13）。元禄関東地震において生じた津波の

全体像とその再現については、今後の課題である。  
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推定されたモデルの震源断層域は、大正関東地震の震源断層域よりも

房総半島の南東沖に震源断層域が広がっている。また、求められた平均

すべり量を見ると、断層域全体では約８ m であるが、大正関東地震と同

じ震源断層域の平均すべり量は約 10m と大正関東地震の約２倍に相当し、

その東側の房総半島の南東沖の震源断層域の平均すべり量は約６ m と大

正関東地震と同程度のものである。  

推定された津波断層モデルによると、東京湾内は４ m 以下  。東京湾を

除く、伊豆半島先端付近から三浦半島付近及び房総半島付近等の多くの

地点で５～ 10m 程度の津波が到達し、一部で 10m または 15m を超える地

点もある。なお、前回報告との差は多くの地点で 20cm 以内である（図

5.13～ 19）。  

 

５．３．延宝房総沖地震タイプの津波断層モデル  

延宝房総沖地震は、大きな揺れの資料はなく、揺れが小さいが大きな

津波を発生させる津波地震の可能性が高いことから、津波の再現計算の

みを行った。  

前回報告以降、津波痕跡については、 Yanagisawa et al. (2016)によ

る銚子市の小畑池におけるデータが得られている。この痕跡を説明する

ためには、より大きなすべり量を設定する必要がある。一方で、前回報

告でインバージョン手法により推定した津波断層モデルは、各地域の津

波高を全体的に説明するモデルとなっており、小畑池のデータとその他

の地域の津波高を包括的に説明するモデルの構築は困難であることから、

本報告では前回報告と同じ津波断層モデルを用いることとした （図

5.20）。  

推定された津波断層モデルは、福島県沖から伊豆諸島東方沖まで長い

ものとなっているが、その幅は海溝軸から深さ 20～ 30km で、津波地震の

特徴を持つモデルであり、推定される地震の規模は Mw8.5 である。この

モデルを利用する際には、大正関東地震タイプや元禄関東地震タイプに

比べ解析に用いた資料が十分でなく、震源断層域や規模等については不

確実性が大きいことに留意する必要がある。また、近年、九十九里浜で

延宝房総沖地震以前の津波堆積物が報告されているが、この堆積物を再
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現するモデルは、太平洋プレートと北米プレートの境界以外に、フィリ

ピン海プレートと北米プレートの境界、太平洋プレートとフィリピン海

プレートの境界でも設定可能であるとされた（ Pilarczyk et al., 2021）。

延宝房総沖地震タイプの地震・津波の全体像とその再現については、今

後の課題である。  

なお、このモデルの推定は、インバージョンによりプレート境界上の

断層面に複数の小断層を設定するように推定するため、プレート形状と

関係が深いものである。本報告書では、太平洋プレートの形状について

内閣府  日本海溝・千島海溝沿いの巨大地震モデル検討会 (2022)を用い

たが、延宝房総沖地震タイプのモデルについては、プレート形状の変更

に伴う津波断層モデルの深さの変化は限定的であると推測され、津波高

の再現性について前回報告と大きな差異は生じないことから、前回報告

と同じプレートモデルを用いた。  

推定された津波断層モデルによると、東京湾内は２ m 以下、千葉県や

茨城県の太平洋沿岸で４～ 10m 程度の津波が到達し、一部で 10m を超え

る地点もある。なお、前回報告との差は多くの地点で 20cm 以内である（図

5.20～ 5.26）。  

 

５．４．房総半島の南東沖で想定される地震の津波断層モデル  

房総半島の南東沖で想定される地震については元禄関東地震の震源

断層域のなかで大正関東地震の際には破壊されなかった房総半島の南東

沖の領域を想定し、前回報告と同様に津波断層モデルを設定した（図

5.27～ 5.28）。過去に発生例はなく、推定した震源断層域の不確実性が大

きいことから、地震規模については不明とする。なお、参考までに、今

回設定した津波断層モデルから計算すると、 Mw8.2 となる。  

推定された津波断層モデルによると、津波高は、東京湾内は３ m 以下、

千葉県の太平洋沿岸の大部分で５～ 10m 程度の津波が到達し、一部で 10m

を超える地点もある。なお、前回報告との差は多くの地点で 20cm 以内で

ある（図 5.28～ 5.34）。  
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５．５．最大クラスの地震の津波断層モデル  

最大クラスの地震の津波断層モデルについては、前回報告から大きな

変更は無かったため、同じモデルを設定した。なお、最大クラスの地震

の発生可能性については、少なくとも元禄関東地震タイプと同様、当分

の間発生する可能性は低い。また、過去に最大クラスの地震・津波が発

生した痕跡が残っていないことから、最大クラスの地震による震度分布

や津波高等の信頼度は、他の地震よりも低く、前回報告と同様、詳細な

津波高や浸水範囲等の評価は行っていない。  

①大すべり域、超大すべり域  

東北地方太平洋沖地震の津波断層モデルを参考に、南海トラフで

の最大クラスの津波断層モデルと同様、断層全体の約２割程度を大

すべり域（平均すべり量の２倍のすべり量）に、そのトラフ軸側（ 10

㎞以浅）に超大すべり域（平均すべり量の４倍のすべり量）を設定

（図 5.35）。  

大すべり域の場所については、想定震源断層域の浅部領域を網羅

的に設定することとし、大すべり域を浅部領域の西部、中央部、東

部に設定した３ケースのモデルを想定した。これらのモデルを、西

側から順に、ケース１（西側モデル）、ケース２（中央モデル）、ケ

ース３ (東側モデル )と呼び、超大すべりはそれぞれの大すべり域の

浅部側に設定した（図 5.36）。  

②地震規模及び断層のすべり量  

今回の大正関東地震、元禄関東地震の津波高等の再現から得られ

た津波断層モデルを参考に平均の応力降下量を５ MPa として相似則

を適用し、最大クラスの地震の総面積から地震の規模及び断層のす

べり量を推定。平均すべり量は８ m、大すべり域のすべり量は 16m、

超大すべり域のすべり量は 32m に設定（図 5.37～ 5.38）。設定され

た最大クラスの津波断層モデルの規模は、いずれのケースも、モー

メントマグニチュードは Mw8.7 である。  

③津波高  

東京湾内は４ m 程度以下。東京湾を除く、伊豆半島先端付近から

三浦半島付近及び房総半島付近等の多くの地点で５～ 15m 程度の津
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波高となり、 20m を超える地点もある（図 5.39～ 45）。  

 

６．おわりに  

本報告では、首都直下地震緊急対策推進基本計画の策定からおおむね 10

年が経過することから、「首都直下地震モデル・被害想定手法検討会」にお

いて、近年の科学的知見を踏まえて地震モデルや推計手法等を検討し、そ

の結果を取りまとめたものである。  

地震に関する検討は、東京圏及びその周辺地域の直下で発生する M７ク

ラスの地震については、様々な発生様式が想定されるが、活断層や一部地

域を除くと、震源断層域を特定することは難しく、東京圏及びその周辺の

全域の直下で発生する可能性がある。この地震による揺れは、M８クラスの

地震に比べれば強い揺れに見舞われる範囲は狭くなるものの、震源断層域

周辺では震度６弱から震度７の強い揺れとなる可能性がある。したがって、

都心部あるいは中核都市の直下で発生した場合は首都中枢機能等への影響

が大きくなる恐れがあり、防災対策の検討対象として設定すべきと考える。

なお、震源断層の特定が難しい地震に関して、今回は防災上の観点で 12

の都市等直下で発生する想定を行ったが、その他の地域でも発生する可能

性があることに留意する必要がある。  

また、より規模の大きい、東京圏及びその周辺地域で発生する M８クラ

スの海溝型地震について、 2000 年から 3000 年間隔で発生している元禄関

東地震タイプの地震もしくは最大クラスの地震については、地震後の経過

時間が発生間隔に比べ短く、暫くのところ地震発生の可能性はほとんど無

いと考えられるが、大正関東地震タイプの地震については発生から約 100

年が経過しており、地震調査研究推進本部（ 2014）により M８クラスの地

震発生間隔は 180～ 590 年と評価されていることから、発生間隔を 180 年と

仮定すると、既に半分を過ぎていることとなる。したがって、今後、発生

可能性は高まっていくと考えられ、技術開発も含め中長期的視野に立って

対応すべき地震として考慮することが適切と考える。  

津波に関する検討は、過去に発生した地震の津波高や地殻変動の再現等

によりモデルを設定した。大正関東地震タイプの地震による津波は東京湾

を除く、伊豆半島先端付近から三浦半島付近及び房総半島南部等では３～
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６ m 程度（局所的に最大 10m 程度）の高さが想定され、本報告で検討した

津波の中では地震発生の可能性が高く、太平洋側で想定する津波として検

討することが適切と考える。また、延宝房総沖地震タイプの地震による津

波は房総半島から茨城県の太平洋沿岸及び伊豆諸島の広い範囲で４～ 10m、

一部で 10m を越える津波高が想定された。この地震は、東北地方太平洋沖

地震の震源断層域の南側に位置し、誘発される可能性のある地震と考えら

れることから、関係する地域では、津波避難の対象として対策を検討する

必要があると考える。さらに、房総半島の南東沖で地震が発生する可能性

も指摘されていて、房総半島を中心に高い津波が到達する可能性が想定さ

れた。なお、東京湾内の津波の高さは、いずれの地震においても東京湾外

に比べ低くなる傾向だった。しかし、東京湾内には海抜ゼロメートル地帯

もあり、浸水範囲が広くなる可能性がある。  

本報告は、前回報告と比べ、地盤モデルの更新や、大正関東地震タイプ

の震度分布の推計方法変更等、新しい知見を踏まえてモデルを更新した。

一方で、地盤モデルや震度分布の再現手法及び推計手法には課題が残って

いる。また、歴史資料や津波堆積物、地形・地質学的なデータから、過去

に発生した地震・津波の震源域や規模、発生時期には多様性があることが

推測される。引き続き調査・観測・研究を進め、これらの課題に関する知

見の充実により、東京圏及びその周辺地域の直下の M７クラスの地震及び

相模トラフ沿いの M8 クラスの地震の全体像を解き明かすことが、将来発生

し得る地震・津波への対策を講じるための基盤となる。今後も最新のデー

タに基づいて推計結果の見直しを進めていく必要がある。  
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本検討結果を活用する際の留意点  

・今回推計した震度分布・津波高・浸水域は、広範囲に及ぶ領域での全体

を捉えた防災対策の参考とするために推計したものであり、必ずしも各

局所的な地先において最大となる震度分布・津波高等を示しているもの

ではない。例えば、津波浸水域の計算については便宜上最小 10ｍメッシ

ュの計算格子を地形と堤防データによって構成したシミュレーション

モデルを用いて計算しており（建物は粗度係数と呼ばれる摩擦係数に置

き換えて計算）、このような一定条件下における計算モデルによる推計

結果であることに留意する必要がある。また、震度分布の計算について

は 250m メッシュの計算格子を用いていて、隣り合うメッシュで別の震

度となったり、特定の数メッシュで規模が大きくなったりするが、本来

は連続的に変化するものであるため、特定の地点に限って震度が大きく

なることを示しているものではなく、震度がどのような範囲・大きさで

広がりを持っているのかをマクロ的に見ることが必要である。なお、使

用した地形や堤防データの一部は、作成された時期により現状とは異な

る場合があることにも留意する必要がある。   

・地震・津波は自然現象であり不確実性を伴うものであることから、今回

推計した震度分布・津波高等はある程度幅を持ったものであり、必ずし

も今回の推計結果どおりになるとは限らず、場合によってはこれを超え

ることもあり得ることに注意することが必要である。  

・本モデル検討会での検討は、一般的な防災対策の検討に資する地震・津

波を想定している。より安全性に配慮する必要のある個別施設の検討に

ついては、それぞれ個別施設の設計基準等に基づき地震・津波の推計を

行う必要がある。    
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（参考）本検討会における用語の取扱について  
 

本検討会の報告は、国や地方公共団体の防災担当者に加えて、防災に関

係する地震や津波の専門家等にも広く活用されることが想定される。この

ため、この報告で用いる用語については、一般の方々に分かり易いものと

することと併せて、専門家にも誤解なく理解されるものとする必要がある

ことから、アスペリティ等、断層モデル等に関する専門用語については、

誤解を与える可能性のある用語を避けることが望ましい。  

このことから、本検討会における用語の取扱いを次のとおりとする。  

 

（１）アスペリティに替わる用語  

「アスペリティ」は、これまで専門家のなかでも多様な意味を持つ

用語として使用されてきており、誤解が生じないように次のとおり分

類して整理することとする。  

①  強震動生成域（ SMGA）  

震度分布を評価するための断層モデルに使用する用語で、断層面の

中で特に強い地震波（強震動）を発生させる領域をいう。断層面のそ

の他の領域は、従来と同様、強震動生成域の背景領域という。  

 

②  大すべり域、超大すべり域  

大（おお）すべり域は、津波を評価するための断層モデルに使用す

る用語で、断層面の中で大きく滑る領域をいう。その中でも特に大き

く滑る領域を、超大（ちょうおお）すべり域と言う。断層面のその他

の領域は、津波背景領域と言う。  

 

（２）「断層モデル」等の呼称  

地震時に動いた断層が震源断層と呼ばれ、この断層モデルを震源断

層モデルという。震源断層モデルには、強震動を評価するための断層

モデルと、津波を評価するための断層モデルがある。これらの用語に

ついて、誤解が生じないよう次のとおり分類して整理することとする。 

①  震源断層モデル  

地震時に動いた断層が震源断層と呼ばれ、この断層モデルを震源断
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層モデルという。  

 

②  強震断層モデル  

強震動（強震波形、震度）を評価するための断層モデルを強震断層

モデルという。  

 

③  津波断層モデル  

津波を評価するための地殻変動を計算する断層モデルを津波断層モ

デルという。  

 

④  震源断層域  

地震時に動いた断層の領域であり、強震断層モデル、長周期地震断

層モデル、津波断層モデルを包絡する領域である。  

なお、強震断層モデル、長周期地震断層モデル、津波断層モデルに

対応する領域を、それぞれ強震断層域、長周期地震断層域、津波断層

域という。  

 

【補足】  

分岐断層  

プレート境界面から枝分かれした陸のプレート内の高角の断層の

こと。  

 

（３）首都直下地震  

首都直下地震対策特別措置法（平成二十五年法律第八十八号）にお

いて、「首都直下地震」とは、東京圏（東京都、埼玉県、千葉県及び神

奈川県の区域並びに茨城県の区域のうち政令で定める区域をいう。）及

びその周辺の地域における地殻の境界又はその内部を震源とする大規

模な地震と定義されている。  

内陸の震源が比較的浅い地震は、その震源断層域の真上の地域から

みれば、地震の発生メカニズムに依らず、全て直下で発生した地震で



   

37 

 

あり、「直下の地震」あるいは「直下地震」と呼ばれている。  

本検討会において検討する地震は、その殆どが東京圏及びその周辺

の直下に震源断層域を持つ地震であり、前述した「首都直下地震」に

含まれる可能性があるものである。具体的な検討対象とする地震につ

いては、「東京圏及びその周辺地域の直下で発生する地震（ M７クラス）」、

「都区部直下の M７クラスの地震」等と呼び、海溝型の M８クラスの地

震については、「東京圏及びその周辺地域で発生する海溝型地震（ M８

クラス、最大クラス）」、「相模トラフ沿いの M８クラスの地震」等と場

所や規模等を特定して呼ぶこととする。  

  （補足）  

マスコミ等で「直下型地震」という言葉が使われることがある。し

かし、一般的に、直下で発生する地震について、その発生メカニズム

は多様で、特別の性質を持った地震の一種として定義される地震はな

い。なお、地震の発生した地域を特定したものとして「○○直下型地

震」という言葉が使われることがあるが、この場合においても、特に

「型」を用いる必要はない。  

 

（４）マグニチュード  

マグニチュードは、地震の規模を表す用語として広く親しまれてお

り、「規模の大きな地震」を、単に「マグニチュード（ M）の大きな地

震」や、「マグニチュード（ M）８クラスの地震」等と表現されること

もある。  

一方、専門的な観点から見ると、マグニチュードを求める方式には

幾つかの方式があり、同じ地震でも方式が異なるとかなり違う値にな

ることがある。このため、どの方式により決めた値なのかが区別され

るよう、求める方式それぞれにマグニチュードの名称が付けられてい

る。  

本報告書では、「 M」は上述のとおりに用いたが、過去に発生した地

震の規模を表現する場合に限り、「 M」は気象庁マグニチュードを指し

ている。そのほかの大半の文脈においては、モーメントマグニチュー
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ド（「 Mw」）を使用した。ここでは、本報告書で用いている「モーメン

トマグニチュード」と「気象庁マグニチュード」について説明する。 

 

①  モーメントマグニチュード（ Mw）  

震源断層の断層面積と断層すべり量等をもとに地震の大きさを定義

したものに地震モーメント（ Mo）と呼ばれるものがある。この量は、

物理的にもその意味が明確で、本報告での強震断層モデルや津波断層

モデルの大きさ等も、この地震モーメントを用いて設定される。  

モーメントマグニチュード（ Mw）は、地震モーメント（ Mo）から次

式による求められる量で、 Kanamori（ 1977）により提唱された。  

 

log Mo = 1.5 Mw + 9.1  

 

モーメントマグニチュードは、地震波の最大振幅から求められる他

のマグニチュードと異なり、頭打ちになることはなく、国際的にも共

通して広く用いられている  

 

②  気象庁マグニチュード（ Mj）  

気象庁観測網の資料を用いて決めたマグニチュードのことを言う。

気象庁では、1957 年から、坪井（ 1954）が定めた最大振幅を用いる方

式でマグニチュードを決めるようになった。現在は、これとは異なる

新しい計算方式となっているが、基本的には坪井の方式による値と概

ね同じ値になるよう工夫された計算方式を用いている。  

気象庁マグニチュードは、例えば、東北地方太平洋沖地震は、モー

メントマグニチュードが Mw9.0、気象庁マグニチュードが速報値 Mj7.9、

最終値 Mj8.4 であったように、概ね８程度で頭打ちとなる。また、マ

グニチュード６から７クラスの範囲では、プレート境界及びプレート

内の地震については、気象庁マグニチュードとモーメントマグニチュ

ードは概ね同じであるが、内陸の地震では、例えば、兵庫県南部地震

は、モーメントマグニチュードが Mw6.9、気象庁マグニチュードが

Mj7.3 と値が異なる。内陸の地震の気象庁マグニチュードは、モーメ
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ントマグニチュードより 0.3 程度大きな値になる。  

日本では、気象庁マグニチュードが広く利用されているが、近年で

は、気象庁もモーメントマグニチュードを算出し公表している。  
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